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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第126期

第３四半期
連結累計期間

第127期
第３四半期
連結累計期間

第126期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (百万円) 56,620 59,386 81,251

経常利益 (百万円) 3,123 2,675 5,626

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,230 1,976 4,124

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,341 2,123 4,575

純資産額 (百万円) 40,621 43,738 42,854

総資産額 (百万円) 66,854 71,719 73,912

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 89.06 78.92 164.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 60.5 60.8 57.8
 

 

回次
第126期

第３四半期
連結会計期間

第127期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 50.91 45.32
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（情報通信事業等）

2022年10月３日付で株式会社ディーディーエルの全株式を取得し、連結子会社としております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大防止に留意しながら行動制限

の緩和が進み、個人消費が緩やかに持ち直してきている一方で、電子部品の需給逼迫が継続していることに加え、

ウクライナ情勢の長期化やエネルギー・原材料の価格高騰など、依然として先行き不透明な状況が続いておりま

す。

防災・情報通信業界におきましても、原材料価格や労務費、ならびに物流費の上昇など、収益に影響を及ぼすリ

スクが継続しております。

このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画「VISION2023(2021～2023年度)」の実現に向け、全社を

挙げて営業活動を推進してまいりました結果、受注高は70,467百万円(前年同期比8.7％増)、売上高は59,386百万円

(同4.9％増)と増加しました。これは、国内事業が堅調に推移したことに加え、海外事業におけるシステム販売拡大

施策の進展や為替レートが円安に進行した影響によるものであります。利益におきましては、開発案件の進捗や採

用活動の強化に伴う販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は2,387百万円(同22.1％減)、経常利益は2,675

百万円(同14.3％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,976百万円(同11.4％減)となりました。

セグメントごとにおける概況は次のとおりであります。

防災事業の火災報知設備と消火設備につきましては、CRM（営業管理システム）を最大活用した効果的な新築・リ

ニューアル需要の取り込みと、新築受注からメンテナンス受注に至る部門間の更なる連携強化を推し進めてまいり

ました。また海外においては、火災報知設備を構成する製品群のシステム販売を進めるとともに、建物規模の大き

な市場へ事業領域を広げる活動など、営業を推進してまいりました。

以上の結果、防災事業の受注高は59,408百万円(同9.9％増)、売上高は49,819百万円(同4.8％増)、セグメント利

益(営業利益)は5,713百万円(同7.1％減)となりました。

情報通信事業等の情報通信設備と防犯設備等につきましては、放送・インターホン設備に関して新築・リニュー

アル需要の取り込みを推進すると同時に、主にアクセスコントロール設備において、防災事業の顧客基盤を活かし

た営業活動を展開してまいりました。

以上の結果、情報通信事業等の受注高は11,058百万円(同2.7％増)、売上高は9,567百万円(同5.4％増)、セグメン

ト利益(営業利益)は222百万円(同68.6％増)となりました。

 
当第３四半期連結会計期間末における財政状態の状況につきましては次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末における総資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ2,192百万円減少し、

71,719百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少によるものであります。

負債の残高につきましては、前連結会計年度末の残高と比べ3,076百万円減少し、27,980百万円となりました。こ

れは主に、未払法人税等の減少によるものであります。

また、純資産の残高につきましては、前連結会計年度末の残高と比べ884百万円増加し、43,738百万円となりまし

た。これは主に、利益剰余金の増加によるものであります。
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(2)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 
(3)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,174百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 (1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 115,000,000

合計 115,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,812,000 28,812,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

合計 28,812,000 28,812,000 － －
 

 
 (2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 (3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

－ 28,812,000 － 3,798 － 2,728
 

 

 (5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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 (6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 － －

3,508,200

完全議決権株式(その他)
普通株式

252,900 －
25,290,000

単元未満株式
普通株式

－ １単元(100株)未満の株式
13,800

発行済株式総数 28,812,000 － －

総株主の議決権 － 252,900 －
 

(注)１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株及び役員報酬BIP信託が保有する当社株

式24株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式257,200株

（議決権2,572個）が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ホーチキ株式会社

東京都品川区上大崎
二丁目10番43号

3,508,200 － 3,508,200 12.18

合計 － 3,508,200 － 3,508,200 12.18
 

(注)　役員報酬BIP信託が保有する当社株式257,200株は、上記の自己株式等には含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自　2022年10月１日　至　

2022年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)の四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

 (1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 18,617 14,688

  受取手形、売掛金及び契約資産 23,013 ※3  22,402

  電子記録債権 3,472 3,083

  製品 3,356 4,187

  仕掛品 664 1,310

  原材料 5,895 7,256

  その他 619 663

  貸倒引当金 △99 △76

  流動資産合計 55,540 53,517

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 3,975 3,973

   その他（純額） 5,732 5,971

   有形固定資産合計 9,707 9,945

  無形固定資産   

   のれん 179 320

   その他 674 601

   無形固定資産合計 854 922

  投資その他の資産   

   その他 8,003 7,503

   貸倒引当金 △193 △168

   投資その他の資産合計 7,809 7,334

  固定資産合計 18,371 18,202

 資産合計 73,912 71,719

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,213 ※3  4,040

  電子記録債務 7,402 7,692

  未払法人税等 1,785 327

  工事損失引当金 476 632

  製品補償引当金 762 474

  災害損失引当金 42 26

  その他 9,577 7,879

  流動負債合計 24,260 21,073

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 6 7

  役員株式給付引当金 164 211

  退職給付に係る負債 5,293 5,239

  その他 1,331 1,448

  固定負債合計 6,796 6,906

 負債合計 31,057 27,980
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,798 3,798

  資本剰余金 2,728 2,728

  利益剰余金 39,206 39,943

  自己株式 △4,138 △4,127

  株主資本合計 41,595 42,342

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 928 845

  土地再評価差額金 △641 △641

  為替換算調整勘定 26 158

  退職給付に係る調整累計額 783 888

  その他の包括利益累計額合計 1,097 1,252

 非支配株主持分 162 143

 純資産合計 42,854 43,738

負債純資産合計 73,912 71,719
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 (2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 56,620 59,386

売上原価 38,553 40,642

売上総利益 18,066 18,744

販売費及び一般管理費 15,000 16,356

営業利益 3,066 2,387

営業外収益   

 受取利息 0 4

 受取配当金 86 100

 為替差益 41 109

 その他 26 126

 営業外収益合計 156 341

営業外費用   

 支払利息 10 16

 売上割引 28 16

 その他 60 20

 営業外費用合計 99 53

経常利益 3,123 2,675

特別利益   

 有形固定資産売却益 10 9

 投資有価証券売却益 - 128

 会員権売却益 1 -

 特別利益合計 12 137

特別損失   

 有形固定資産売却損 1 -

 有形固定資産除却損 0 7

 ソフトウエア除却損 - 1

 投資有価証券評価損 - 9

 特別損失合計 1 18

税金等調整前四半期純利益 3,134 2,794

法人税、住民税及び事業税 594 428

法人税等調整額 298 397

法人税等合計 893 826

四半期純利益 2,241 1,968

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

10 △8

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,230 1,976
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 2,241 1,968

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △214 △83

 為替換算調整勘定 208 132

 退職給付に係る調整額 106 105

 その他の包括利益合計 100 154

四半期包括利益 2,341 2,123

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,331 2,131

 非支配株主に係る四半期包括利益 10 △8
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

2022年10月３日付で株式会社ディーディーエルの全株式を取得し、連結の範囲に含めております。

 
(会計方針の変更)

１　米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（ASC）第842号「リース」の適用

米国会計基準を採用している在外連結子会社において、第１四半期連結会計期間の期首からASC第842号「リース」

を適用しております。これにより、当該在外連結子会社における借手のリース取引については、原則としてすべての

リースを四半期連結貸借対照表に資産及び負債として計上しております。

当該会計基準の適用にあたり、経過措置として認められている当該会計基準の適用による累積的影響額を適用開始

日に認識する方法を採用しております。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において、有形固定資産の「その他（純額）」が198百万円、流動負債の

「その他」が116百万円、及び固定負債の「その他」が88百万円増加しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
(追加情報)

前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)に記載した、新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見

積りに用いた仮定について、重要な変更はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　当社は、柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

貸出コミットメントラインの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 5,000百万円 5,000百万円
 

 

２　債権流動化に伴う買戻し義務の上限額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

 153百万円 －百万円
 

 
※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

受取手形 －百万円 107百万円

支払手形 －百万円 59百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 918百万円 1,007百万円

のれんの償却額 38百万円 45百万円
 

 

(株主資本等関係)

　前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 730 29 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金
 

(注)　2021年６月25日定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金３百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
　当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,239 49 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金
 

(注)　2022年６月28日定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金12百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 防災事業
情報通信
事業等

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

売上高      

一時点で移転される
財又はサービス

16,759 3,907 20,666 － 20,666

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

30,786 5,166 35,953 － 35,953

顧客との契約から生じる収益 47,546 9,074 56,620 － 56,620

セグメント利益 6,148 131 6,280 △3,213 3,066
 

(注)１　セグメント利益の調整額△3,213百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
　当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 防災事業
情報通信
事業等

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

売上高      

一時点で移転される
財又はサービス

19,360 3,848 23,209 － 23,209

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

30,458 5,719 36,177 － 36,177

顧客との契約から生じる収益 49,819 9,567 59,386 － 59,386

セグメント利益 5,713 222 5,935 △3,548 2,387
 

(注)１　セグメント利益の調整額△3,548百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１　企業結合の概要

(1)　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ディーディーエル

事業の内容　　　　ハードウェア・ソフトウェアの開発、ハードウェアの直販

(2)　企業結合を行った主な理由

当社グループは、社会に安全・安心を提供することを使命とし、火災防災事業を中心に、製品・システムの研究

開発・生産から販売・施工・メンテナンスに至るまで一貫したソリューションを展開しております。そして、2024

年３月期を最終年度とする３カ年の中期経営計画VISION2023において「魅力あるグローバルブランドへの挑戦」を

ビジョンとして掲げ、このビジョン実現に向けた戦略投資を積極的に実施することとしております。

このたび子会社化する株式会社ディーディーエルは、入退室管理システムや玩具の開発で培ったハードウェアと

ソフトウェアの製品開発力を保有しております。当社が創立以来培ってきた火災防災や建築業界における技術・ノ

ウハウとのシナジー効果により、当社グループの国内事業の成長戦略の1つに掲げる「DXによる防災事業の領域拡

張」による新たな成長と、火災防災事業に次ぐ事業の柱である防犯設備事業の更なる成長を実現するため、本件株

式取得を決定いたしました。

当社グループは、このような戦略投資をさらに拡大し、グループ経営を推進することで今後より一層の成長を目

指してまいります。

(3)　企業結合日

2022年10月３日（みなし取得日 2022年10月１日）

(4)　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)　結合後企業の名称

変更ありません。

(6)　取得した議決権比率

100％

(7)　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 
２　四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年10月１日から2022年12月31日まで

 
３　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　現金 378百万円

取得原価 378百万円
 

 
４　主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　46百万円

 
５　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)　発生したのれんの金額

186百万円

(2)　発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3)　償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 89円06銭 78円92銭

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,230 1,976

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

2,230 1,976

普通株式の期中平均株式数(株) 25,043,023 25,046,316
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。なお、前第３四半期連結累計期間において信託が保有する期中平

均自己株式数は203,311株であり、当第３四半期連結累計期間においては257,441株であります。

 
(重要な後発事象)

自己株式の取得

当社は、2023年２月３日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款第45条の規定に基づき、自己

株式取得に係る事項について決議いたしました。

１　自己株式の取得を行う理由

株主還元の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

 
２　取得に係る事項の内容

(1)　取得対象株式の種類　　　当社普通株式

(2)　取得し得る株式の総数　　300,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.19％）

(3)　株式取得価額の総額　　　５億円（上限）

(4)　取得期間　　　　　　　　2023年２月６日から2023年７月31日まで

(5)　取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付け

（取引一任契約に基づく立会市場における買付け）
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年２月10日

ホーチキ株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齊　　藤　　直　　人  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　　岸　　貴　　浩  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホーチキ株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホーチキ株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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